
 

1 

 

令和６年度 埼玉県立所沢特別支援学校 研究報告書 

実態把握に基づいた自立活動の実践③ 

～3年間の学校研究の取り組みと今後の展望～ 

 

１． 問題と目的 

１−１.特別支援学校における自立活動 

特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者に対して、幼稚園、小

学校、中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を

図るために必要な知識技能を授けること（文部科学省,2007）を目的として今日設置されている。このうち、後半部

分の目的を達成するために設けられた指導領域が、「自立活動」である。 

特別支援教育における「自立活動」は、個々の幼児児童生徒の障害の状態や特性及び心身の発達の段階等

に即して指導を行うことが基本(文部科学省,2018）である。今や特別支援学校のみならず、特別支援学級や通級

においても、指導の充実のために自立活動の指導は必須となっている。自立活動の「内容」としては、人間として

の基本的な行動を遂行するために必要な要素と、障害による学習上又は生活上の困難を改善・克服するために

必要な要素で構成しており、それらの代表的な要素である27項目を「健康の保持」、「心理的な安定」、「人間関

係の形成」、「環境の把握」、「身体の動き」及び「コミュニケーション」の6つの区分に分類・整理している（文部科

学相,2018）。 自立活動の「指導」としては、個々の児童又は生徒の障害の状態や特性及び心身の発達の段階

等の的確な把握に基づき、指導すべき課題を明確にすることによって、指導目標及び指導内容を設定し、個別

の指導計画を作成する（文部科学省,2019）とされている。個別の指導計画を作成するにあたり、必要となる児童

生徒の実態把握については、平成30年度に改定された特別支援学校学習指導要領解説自立活動編に、流れ

図が例示として示されている。思考のプロセスを経て、「なぜ、その指導目標を設定したのか」という指導の根拠を

教員が説明でき、実態把握として有効である（小倉ら,2020）。 

 

１−２.知的障害特別支援学校における自立活動 

前項を踏まえ、特別支援学校では、地域社会において自立した生活ができるようになることを念頭におき、小

学部から高等部までの教育活動が行われている。中でも知的障害特別支援学校は、その前身である精神薄弱

養護学校において、生活単元学習等の「各教科を合わせた指導」の中で、養護・訓練を指導することが主流とな

っていたため、その流れがいまだに残っていることが多い（小倉ら,2020）。そのため、現在の知的障害特別支援

学校においても、自立活動の「時間」を設ける学校は、他の障害種別に比べ、際立って少ない（下山,2018）。しか

し、知的障害特別支援学校の一般学級において、62.3%の学校が特設の自立活動を設定しており（全国特別支

援学校長会,2019）、知的障害特別支援学校においても、教育課程上自立活動の時間を設定し、実践が行われ

るようになってきている。 

また、特別支援学校教員における自立活動の専門性の担保についても疑問が呈されており（安藤,2015）、特

に知的障害特別支援学校の教員の専門性については、自立活動の研修の開催や、自立活動をもっとよく理解

し、専門性を高めることが必要であるとされている（今井･生川,2014）。自立活動の指導は、小学部、中学部、高

等部の関連性や一貫性を持った教育が求められる。知的障害のある児童生徒に対する自立活動の指導を充実

させていくには、知的障害特別支援学校において、自立活動の指導を実施している教員における自立活動の指

導に対する意識を明らかにすることが必要である（藤井ら,2018）。 
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１−３.本校における自立活動と本研究の目的 

本校では、自立活動の指導は、小学部では毎朝、中学部では授業の時間として教育課程に組み込んでいる

が、教員によって専門性や頻度は様々となっている。実態把握は教員ごとの行動観察や太田ステージ等を用い

た検査法、保護者面談等の面接法により行っているが、自立活動の内容は個別の指導計画に一部掲載すること

に留まっており、具体的な方策に関しては明文化していない。そこで、本校は令和４年度から学校研究のテーマ

を「自立活動」に設定し、三ヵ年扱ってきた。自立活動の意義について学ぶ場や、太田ステージ以外のアセスメン

トに触れる場、教室担任ごとに集まって流れ図シートを書く場を設けてきた。 

本研究では、1 年間の学校研究の中で、全教員が 1 名ずつ児童生徒を抽出し、流れ図シートを作成し、自立

活動の指導を進める。年度末に「自立活動の意識アンケート」及び「流れ図シートに関するアンケート」を配布し、

調査を行う。調査結果に示された 3 年間の学校研究の取り組みを経た教員の自立活動に対する意識の変化や

流れ図シートの課題を踏まえ、自立活動の指導の今後の展望・課題を明らかとすることを目的とする。 

 

 

２． 方法 

２．１ 項目の作成及び検討 

本研究では、下記の 2種類のアンケートを用いて調査を実施した。 

1 つ目の「自立活動の意識アンケート」は、自立活動をテーマとして学校研究を始めた 2022 年度に実施したア

ンケートと同様の項目で実施した。「自立活動の意識アンケート」の項目は2022年度に作成した9項目の中から、

本校研究部に所属する 10名によって評価、精選し、5項目を選出したものである。 

2 つ目の「流れ図シートに関するアンケート」の項目は、2024 年度の本校教員の意識の実態を鑑みて作成した。

作成した項目に関して、本校研究部に所属する 10名によって評価、精選し、5項目を選出した。 

 

２．２ 調査対象・調査方法 

調査対象は、本校に所属する小学部低学年、小学部高学年、中学部の全教員である。調査は、Googleフォー

ムにて行い、2024年度の学校研究最終日に研修に参加した全教員に回答を依頼した。 

 

２．３ 調査内容 

回答者の属性については、「特別支援教育に携わっている経験年数」「所属する学部」「担当する学級（一般/

重複学級）」の 3項目を用いた。「自立活動の意識アンケート」は5項目（表1）を用いた。回答における選択肢は、

「1．思わない」から「5．そう思う」の 5件法であり、自立活動の指導に関して肯定的な意識をもっているほど得点が

高くなるように設定した。「流れ図シートに関するアンケート」は流れ図シートを使用して良かったことや課題・困

難を感じたこと、改善点等 5項目を用いた（表 2）。 

表 1 自立活動の意識アンケート 

１ 自立活動の授業の実施は、悩ましい。 

２ 自立活動の指導意義について、理解できている。 

３ 自立活動の指導内容（6区分）を説明することができる。 

４ 児童・生徒の実態をアセスメントし、自立活動の内容と結び付けて考えることができる。 

５ 自立活動で使用する、教材・教具を準備することができる 
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表 2 流れ図シートに関するアンケート 

１ 流れ図シートを使用してよかったことは何ですか？ 

２ 流れ図シートを使用して、どんなことに課題や困難を感じましたか？ 

３ 「課題や困難を感じたこと」は、どうしたら解決できそうですか？ 

４ 流れ図シートの内容はどうですか？ 

５ 流れ図シートについて、どんなところを改善したいですか？ 

 

 

３．結果 

令和 6 年度に本校で担任をもっている教員 79 人を対象とし、回答数は 68 部であり、回収率は 86.1%であっ

た。そのうち、回答に不備がないとされた 67 件の回答（有効回答率 93.1%）について分析を行った。回答者の特

別支援教育経験年数や所属学部、担当学級を図 1、図 2、図 3に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学部低学年
40%

小学部高学年
27%

中学部
33%

図2 所属学部

0～5年
36%

5～10年
22%

11～20年
21%

21年以上
21%

図1 特別支援教育に携わっている年数



 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．１ 本校教員の自立活動に対する意識 

教員の自立活動の意識を検討するために、Excel（2019）を使用し、5項目の平均値と標準偏差を算出した（図

１）。特に「自立活動の指導意義について、理解できている」「児童・生徒の実態をアセスメントし、自立活動の内

容と結び付けて考えることができる」「自立活動で使用する、教材・教具を準備することができる」では、平均値が

4.00を上回る結果となった。 一方「自立活動の授業の実施は、悩ましい」では、平均値が 3.00に届かない結果

となり、悩ましいと感じている教員が少なくないことが示された。      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般学級
66%

重複学級
31%

担当している学級はない
3%

図3 担当する学級
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 2022 年度当初に実施した調査結果と 2024 年度に実施した調査結果の比較を図 5 に示した。「自立活動の指

導内容（6 区分）を説明することができる」「児童・生徒の実態をアセスメントし、自立活動の内容と結び付けて考え

ることができる」「自立活動で使用する、教材・教具を準備することができる」においては平均値が上昇していること

が示された。一方で「自立活動の指導意義について、理解できている」では平均値がわずかに低下、「自立活動

の授業の実施は、悩ましい」では顕著に低下する結果となった。 

   

 

 特別支援教育に携わっている経験年数が 10 年以下の教員と 11 年以上の教員の調査結果の比較を図 6 に示

した。多くの項目では経験年数による差が小さい一方で、「自立活動の授業の実施は悩ましい」については平均

値に 1.0以上の顕著な差が示された。 
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３．２ 流れ図シートを使用した実感 

 「流れ図シートを使用してよかったこと」の調査結果を図 7に示した。「活動を計画→実行→評価→改善するサ

イクルが作りやすい」40.3％、「教員間の引き継ぎがしやすい」38.8％、「系統的な指導がしやすい」22.4％は、特

に多くの教員がよかったこととしてあげていた。その他では、「取り組んできたことを自分の頭の中で整理できた」

「自分の考えを整理しやすかった」「流れ図シートにより課題が明確になった」といった声があげられた。

 

  

 

「流れ図シートについて課題や困難を感じたこと」の調査結果を図 8に示した。「６区分の中で、記入しやすい

内容と記入しにくい内容がある」32.8％、「時間における指導以外の内容は記入しにくい」22.4％、「１学期につき２

枠であるため、指導している全部の内容を書ききれない」20.9％では、特に多くの教員が課題や困難を感じたこと

としてあげていた。その他では、「A3の紙が扱いにくかった」「自立活動の理解度や実践力に教員で差がある」

「単純に６区分に分けにくく、複数区分にまたがる実態や課題が多い」「画像や写真を貼ることで、準備に時間が

かかった」といった声があげられた。   

40.3%

38.8%

22.4%

19.4%

17.9%

1.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

活動を計画→実行→評価→改善するサイクルが作り

やすい

教員間の引き継ぎがしやすい

系統的な指導がしやすい

教員同士が連携して指導しやすい

その他

よかったことはなかった

図７流れ図シートを使用してよかったこと
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 「課題や困難に対する解決策」について、回答された 33 件のうち次年度につながる解決策を示した 27 件につ

いて KJ 法で分類した結果を表 3 に示した。「指導・支援を改善するための解決策」7 件、「記入内容に関する解

決策」6 件、「記入時間短縮のための解決策」5 件、「シートの様式に関する解決策」4 件、「実践とのつながりを持

たせるための解決策」3件があげられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.8%

22.4%

20.9%

19.4%

13.4%

22.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

６区分の中で、記入しやすい内容と記入しにくい内容が

ある

時間における指導以外の内容は記入しにくい

１学期につき２枠であるため、指導している全部の内容を

書ききれない

シートを記入するのにとても時間がかかる

その他

課題や困難を感じたことはなかった

図８流れ図シートを使用して感じた課題や困難

・区分にとらわれずに記入する
・学校生活全般の内容にしてし
まったのが、難しいと思ったの
で、自分の設定が良くなかった
・区分ごとにはっきり分けずに幅
広く記入できるようにする
・時間における指導のみに絞る
・１区分ごとに分析するのではな
く、総合的にみていく
・時間における指導のみを記入

する、重点的な課題のみを記
入するといったルールを設ける

・長期休暇等を利用
・仕事量の精選
・画像や写真を貼ることで準備
に時間がかかったため、手書き
の図やイラストでもいいのかと
・慣れの部分もあると思います
・やっていて楽しいような仕掛
けを作るといいのかなーと思い
ました
・事務的でなくて、なんかゲー

ム的な要素をいれるとか？

・今後みんなに気軽に見返し
てもらうようにするのであれば
A4縦書きで学期に1ページな
どにするとよいかもと思う
・枠を増やせるようにする
・自由にかける枠がもう少し欲
しい
・使い込んで気づいた点を上
げていく

・流れ図シートに書いたことを忘
れてしまう
・定期的に少人数で話し合える
場があるといいかもしれない
・自立活動の時間以外の普段
の学習から意識していく必要が
ある
・自立活動の時間を増やす

表3 課題や困難に対する解決策

記入する内容に関する解決策 記入時間短縮のための解決策 シートの様式に関する解決策
実践とのつながりを持たせるた

めの解決策
指導・支援を改善するための

解決策

・教員間で話したり、資料を
見たり、聞いたりする
・他の教員のものを参考にさ
せてもらう
・自立活動もチームによる指
導支援によって、若手教員
や経験の浅い教員を育てる
・他の人との相談が大切、課
題設定について以外にも一
緒に取り組んでいる人には

環境設定のための協力やア
ドバイス等が必要になるので
・シート作成が個人作成に終
わるのではなく、シートを
ツールとして集団で子どもた
ちの自立活動について話し
合えるとよい
・何かを作ることを目的とせ
ず、考え方の底上げが必要
だと思う
・指導力のある教員の増員
・経験を積む
・子どもの実態を把握する
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４．考察 

４．１ サンプルと調査手続きについて 

調査対象は、本校に所属する小学部低学年、小学部高学年、中学部の全教員である。本調査は、Google フォ

ームにて行い、配布数は 79 部、回収数は 68 部であり、回収率は 86.1%であった。このうち、欠損値を除く 68 名

から回答を得た。そのうち、回答に不備がないとされたこのうち、欠損値を除く有効回答数は 67 件の回答（有効

回答率 93.1%）であった。このサンプル数は、作成した尺度の項目数が 10項目であり、１校のみ対象とした小規模

な調査であることを考慮しても十分なものであると考えられる。しかしながら、自由記述の欄に、「自立活動の理解

度や実践力に教員で差がある」「単純に６区分に分けにくく、複数区分にまたがる実態や課題が多い」という回答

が見受けられた。今年度は自立活動の６区分に着目して研究を進めたものの、教員の専門性の差異や６区分に

当てはまらない学習内容の存在の浮き彫りいう側面があったことが考えられる。前者については、本研究に限ら

ず今後も検討事項ではあるが、後者においては６区分に明確に区切りすぎないように、自由度に幅を利かせるな

どの工夫が必要であることがいえる。また、今回の調査は担当している学級の児童生徒の流れ図シートを１年間

作成、検討して回答することとしたため、担当のいない教員の回答から調査結果を測定することは難しいと考え、

調査対象からは除外した。結果、本研究では自立活動の意識や流れ図シートを実用化するにあたった教員の意

向を汲むことができた。 

 

４．２ 本校教員の自立活動に対する意識 

自立活動に関するアンケートの結果を分析すると、自立活動に関する学校研究を取り組んだ初年度と３年目と

なる今年度で教員の指導における意識と実践に変化が見られた。ポジティブな面では、指導内容を他者に説明

する能力や、生徒の実態をアセスメントし、それに基づいて自立活動を計画する能力が向上していた。指導内容

の説明能力の向上は、教員自身が指導の内容をより明確に理解していることの表れであり、その結果、他者への

共有や生徒への伝達がスムーズに行われていると推測される。また、生徒一人ひとりの特性に応じたアセスメント

を活用し、それを指導内容に反映できる教員の割合が増加していることは、教育の質が向上していることを示す

重要な指標である。このような変化の背景には、教員が経験を積む中で指導スキルを向上させていることに加え、

現場でのアセスメントの重要性が強調されるようになったことが影響していると考えられる。さらに、教材や教具の

準備に関しても、令和 6 年の結果では改善が見られた。これは、３年間で本校の教員の自立活動の教材・教具を

考えるスキルが向上したことを示している。教材の準備が効率的かつ効果的に行えるようになったことで、教員が

指導そのものに注力できるようになったと考えられる。 

一方で、指導意義に対する教員の理解は、概ね高い水準を維持しているものの、わずかに減少している。この

結果は、指導意義そのものが現場で適切に共有されている一方で、教員間の意識や経験の差が影響している可

能性を示唆している。指導意義をさらに深く理解させるためには、具体的な事例や成功体験の共有が必要であり、

それに基づく研修やサポートが求められる。 

さらにネガティブな結果として目立つのは、教員が自立活動の授業の実施を「悩ましい」と感じる度合が増加し

ていることである。この結果をさらに分析すると、特別支援教育への経験年数が 10 年未満と 10 年以上の教員間

で、その意識に大きな差があり、経験年数が短いと自立活動の授業の実施に悩む傾向が強くなっていた。令和４

年度と令和６年度では教員の異動もあり、それに伴って校内の特別支援教育に関わる経験年数が短い教員が増

加し、それが影響した可能性も考えられる。その一方で、この結果を数値のままネガティブな結果として捉えられ

ない可能性も考えられる。それは、「自立活動の指導内容（6 区分）を説明することができる」、「児童・生徒の実態
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をアセスメントし、自立活動の内容と結び付けて考えることができる」、「自立活動で使用する、教材・教具を準備

することができる」の回答についてはポジティブな結果が出ているからである。これらの結果が良くなっているのに

も関わらず、自立活動の授業の実施を以前より悩ましく感じていることは矛盾しているように感じられる。これは、

自立活動についてわかっているからこそ、悩みが生じている可能性も考えられる。つまり、子どもの実態をアセスメ

ントできるようになり、それに応じた教材教具を準備し、指導もできるようになってきたが故に、自立活動の指導の

在り方についてより深く考えるようになり、悩みが生じているとも考えることができる。ただし、この点については推

測でしかないので、理由を明らかにし、自立活動の指導に関する教員の心理的負担感を下げるためにはどうした

らよいのか、その方法を考える必要がある。 

 

４．３ 流れ図シートを使用した実感 

「流れ図シートについて課題や困難を感じたこと」のアンケート結果から、「活動を計画→実行→評価→改善す

るサイクルが作りやすい」という意見が多く挙げられていた（全体の 40.3%）。この結果は、特別支援教育において

PDCA サイクルが有効に機能していることを示唆している。PDCA サイクルは、計画 (Plan)、実行 (Do)、評価 

(Check)、改善 (Act) の 4つの段階を繰り返し、指導の質を向上させる手法である。このプロセスの有効性につい

ては、多くの教育現場でその重要性が報告されており、特別支援教育のような個別性の高い支援においても効

果的であることが示されている (伊藤ら,2024)。また、特別支援教育における学習者の多様なニーズに対応する

ためには、系統的かつ反復的な指導が不可欠であり、このサイクルはその基盤として機能する。例えば、計画段

階で個別の支援計画を詳細に策定し、実行段階では教員間の連携を強化することで、一貫した支援が可能とな

る。また、評価段階で学習者の達成度を定量的および定性的に分析し、それに基づく改善を実施することで、プ

ログラム全体の質が向上する (德田ら,2023)と言われている。流れ図シートは、それに寄与できる可能性を示した

結果となっていた。 

次に、「教員間の引き継ぎがしやすい」という回答も多く見られた（全体の 38.8%）。これは、特別支援教育にお

ける情報共有の重要性を示している。特別支援学校では、学習者の特性や進捗状況を詳細に把握し、それを次

の教員へ適切に伝えることが教育の連続性を確保する上で重要である。実際に、教員間の連携がスムーズに行

われることで、児童生徒の自己効力感の向上や学習成果の向上に寄与することが多く報告されている (伊藤ら, 

2024)。特に、自立活動では、学習者の個別目標や進捗状況を把握しやすい形で記録し、それを共有することで、

学習の質を向上させることが可能となる。 

この点については、特別支援学校における教員間の情報共有の具体的方法として、電子的な記録管理システ

ムの導入が有効であることが考えられる。このシステムにより、教員は記録作業にかかる時間を大幅に削減しなが

ら、学習者の進捗状況をリアルタイムで把握することが可能となる (德田ら,2023)。また、次年度以降の教員への

スムーズな引き継ぎが可能となり、結果として教育の質が向上するという成果が得られている。 

一方で、「流れ図シートについて課題や困難を感じたこと」のアンケート結果から、「記入しやすい内容と記入し

にくい内容がある」という意見が目立っていた（全体の 32.8%）。この結果は、現行の記録フォーマットが必ずしも

教員のニーズに適合していない可能性を示唆している。特別支援教育において、教育目標や活動内容は多岐

にわたるため、それらを包括的に記録することが求められるが、この記録作業が教員にとって負担となる場合があ

る。このような状況に対応するために、効率的な記録方法を模索する必要がある (伊藤ら,2024)。例えば、教育現

場において ICT を導入し、記録作業をデジタル化することで教員の負担を軽減する取り組みも進められている。

このような取り組みは、記録の質を向上させるだけでなく、教員が教育活動そのものに集中する時間を増やすこと
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ができることが示されている (德田ら,2023)。また、「1 学期につき 2 枠であるため、指導している全部の内容を書

ききれない」という意見は、指導内容の多様性と記録の制約との間にギャップがあることを明確に示している。この

問題に対処するためには、記録項目の優先順位を明確化し、必要な内容を簡潔に記録できる仕組みを整備する

ことが求められる。例えば、德田ら（2023）によると、オンライン共有プラットフォームの活用により、保護者・教員間

でリアルタイムに情報を共有する仕組みが整備されている学校もあることが示されている。これにより、教員の記録

作業が効率化され、児童生徒の支援の質が向上する可能性がある。さらに、「シートを記入するのにとても時間が

かかる」という意見が多く挙げられていることから、特別支援学校における記録作業が教員の大きな負担となって

いる現状が浮き彫りとなった。この点については、記録フォーマットの簡略化や記録作業のデジタル化が有効な

対策として考えられる。例えば、生成 AI を活用した記録支援ツールの導入により、音声入力や自動分類機能を

活用して記録作業を効率化する試みが進められている。この取り組みにより、教員はより多くの時間を児童生徒

への直接的な支援に充てることが可能となり、教育の質が向上することが期待される (德田ら,2023)。この点に関

連して、特別支援学校における ICT の活用が記録作業の効率化にどのように寄与するかを詳細に分析する取り

組みも見られる。タブレット端末を用いた記録システムを導入した結果、教員の記録時間が従来の半分以下に短

縮され、さらに記録内容の正確性が向上したことが示されている (德田ら,2023)。確かに生成 AIの導入は業務の

効率化を非常に向上する可能性があるように感じている（現に、この考察はデータを生成AIに分析させて書かせ

たものを、修正して書いている）。個人情報の保護の観点は必ず必要であるが、その点を配慮しながら生成 AI を

うまく使うことで、子どもたちに還元される利点は非常に大きいと感じる。 

アンケート結果から、特別支援教育における PDCA サイクルの活用や教員間の連携が教育の質を高める上で

重要な役割を果たしていることが分かる (伊藤ら,2024)。一方で、記録作業の負担軽減に向けた取り組みが現場

で求められていることも明らかである。ICT や AI 技術を積極的に活用することで、記録作業を効率化し、教員の

負担を軽減することが可能となるであろう。また、それに加えて、教員間の連携を強化するためには、定期的なミ

ーティングや研修を通じて、記録方法や指導方針の統一を図ることが求められる (伊藤ら,2024)。ICT や AI の利

用、教員間の対話を促していくことで、教員は多くの時間を児童生徒の支援に費やすことができ、特別支援教育

の質を一層向上させることが期待される。 

 

 

５ 総合考察 

  特別支援教育における自立活動の質を向上させるためには、教員の指導能力や教材準備のスキル向上が不

可欠である。本校教員の自立活動に対する意識の変化やアンケート結果を総合的に考察した結果、指導内容の

説明能力や生徒の実態をアセスメントし、それに基づいて自立活動を計画する能力が向上していることが分かっ

た。教員自身が指導の内容をより明確に理解し、それを他者への共有や生徒への伝達がスムーズに行えるように

なったことは大きな進展である。また、生徒一人ひとりの特性に応じたアセスメントを活用し、それを指導内容に反

映できる教員の割合が増加していることも、教育の質が向上していることを示す重要な指標である。このような変

化には、３年間の学校研究を通して、教員が経験を積む中で指導スキルを向上させていることや、現場でのアセ

スメントの重要性が強調されるようになったことが背景にあると考えられる。さらに、教材や教具の準備に関しても、

令和 6年の結果では改善が見られ、本校教員の自立活動における教材・教具を考えるスキルが向上したことを示

している。教材の準備が効率的かつ効果的に行えるようになったことで、教員が指導そのものに注力できるように

なった。 
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一方で、指導意義に対する教員の理解は概ね高い水準を維持しているものの、わずかに減少している。この

結果は、指導意義そのものが現場で適切に共有されている一方で、教員間の意識や経験の差が影響している可

能性を示唆している。指導意義をさらに深く理解させるためには、具体的な事例や成功体験の共有が必要であり、

それに基づく研修やサポートが求められる。特に、新任の教員や経験年数の少ない教員に対しては、先輩教員

からの指導やフィードバックを通じて指導意義を共有し、理解を深めることが重要である。また、教員が自立活動

の授業の実施を「悩ましい」と感じる度合が増加している点も注目すべき課題である。これに対しては、教員同士

の連携を強化し、悩みや課題を共有する場を設けることが有効である。教員間の連携がスムーズに行われること

で、児童生徒の自己効力感の向上や学習成果の向上に寄与することが多く報告されており、特に自立活動では、

学習者の個別目標や進捗状況を把握しやすい形で記録し、それを共有することで、学習の質を向上させることが

可能となる。これに対しては、電子的な記録管理システムの導入が効果的であると考える。先行研究では、教員

の記録作業にかかる時間を大幅に削減し、学習者の進捗状況をリアルタイムで把握することを可能にし、加えて、

次年度以降の教員へのスムーズな引き継ぎが可能となり、結果として教育の質が向上するという成果が得られて

いる。 

記録作業の効率化は、特別支援教育における教員の負担軽減に直結する重要な課題である。例えば、教育

現場において ICT を導入し、記録作業をデジタル化することで教員の負担を軽減する取り組みが進められてい

る。このような取り組みは、記録の質を向上させるだけでなく、教員が教育活動そのものに集中する時間を増やす

ことができることが示されている。具体的には、タブレット端末を用いた記録システムを導入した結果、教員の記録

時間が従来の半分以下に短縮され、記録内容の正確性が向上したことが示されている。さらに、AI を活用した記

録支援ツールの導入により、音声入力や自動分類機能を活用して記録作業を効率化する試みが進められている。

教員が自立活動の授業の実施を悩ましく感じる背景には、指導内容への理解が深まった結果、より高度な指導

を求めるようになったことが影響している可能性がある。このため、教員の心理的負担を軽減するためには、継続

的な研修や具体的な事例や成功体験の共有、サポート体制の充実が重要である。 

指導の質を高めるための継続的な研修や、具体的な事例や成功体験を共有する場を設けること、サポート体

制の充実が求められる。教員が自立活動の指導に対する理解を深め、実践力を高めるためには、継続的な研修

が必要であり、特に具体的な事例や成功体験を共有する場を設けることで、教員同士の学び合いを促進すること

ができる。また、教員が抱える悩みや課題を共有し、解決するためのサポート体制を整えることも重要であり、定

期的なコンサルティングやピアサポートの実施が考えられる。記録作業を効率化し、教員の負担を軽減するため

には、ICT や AI 技術の活用が不可欠であり、特に AI を活用した記録支援ツールの導入により、教員はより多く

の時間を児童生徒への直接的な支援に充てることができるようになる。アンケート結果から明らかになった教員の

自立活動に対する意識の変化や課題を総合的に考察すると、教員の指導能力や教材準備のスキルが向上し、

教育の質が全体的に向上していることが確認できる。 

一方で、指導意義に対する理解の減少や授業の実施に対する悩みの増加といった課題も浮き彫りとなった。こ

れらの課題を解決し、さらなる教育の質向上を図るためには、教員の指導能力の向上、教員間の連携強化、ICT

や AI 技術の活用、具体的な事例や成功体験の共有、継続的な評価と改善を行うことが求められる。教員間の連

携を強化するためには、定期的なミーティングや研修を通じて、記録方法や指導方針の統一を図ることが求めら

れる。また、ICT や AI 技術の活用により、記録作業を効率化し、教員の負担を軽減することで、教員はより多くの

時間を児童生徒の支援に費やすことができるようになる。総じて、特別支援教育における自立活動の質を向上さ

せるためには、教員の指導能力や教材準備のスキルを向上させるだけでなく、教員間の連携を強化し、ICTやAI
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技術を活用することが不可欠である。 

以上により、今後の課題は、現在の指導環境をいかに持続可能な形で維持し、さらに発展させていくかが挙げ

られる。特に、アセスメントの活用や教材準備能力が向上している一方で、これらの取り組みを現場全体で継続

的に行うためには、教員間の連携やサポート体制の強化が不可欠である。情報共有のプラットフォームを整備し、

教員が互いに知見を交換し合える場を提供することで、指導の質をさらに向上させることができるだろう。さらに、

今後は生徒一人ひとりに対応した柔軟な指導の実現が求められる。特別支援教育では、生徒の特性やニーズが

多様であるため、それに応じた個別最適化された指導が重要である。そのためには、アセスメントの精度をさらに

高めることや、新しい教材や指導法の開発が必要である。これらの取り組みを通じて、生徒が自立活動を通じて

自己の能力を最大限に発揮できる環境を整備することが求められる。総合的に見ると、令和 4 年から令和 6 年に

かけての変化は、自立活動における教員の指導スキルや環境が着実に向上していることを示している。しかし、

依然として指導意義の理解の深化や、持続可能なサポート体制の構築といった課題が残されている。これらの課

題に対応するための具体的な施策を講じることで、特別支援教育の質をさらに高めることが期待される。教員の

指導スキル向上と環境整備が、生徒の成長と発達にどのように寄与するかを継続的に検証しながら、特別支援教

育のさらなる発展を目指すことが重要である。 
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